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第１章 研究開発の概要 

１－１ 研究開発の背景・研究目的及び目標 

 

１－１－１ 研究開発の分野 

（九）複合・新機能材料に係る技術に関する事項 

   １ 複合・新機能材料に係る技術において達成すべき高度化目標 

  （４）川下分野特有の事項 

  ａ．自動車分野に関する事項 

   ②高度化目標 

     ア．構造部素材等の耐衝撃性等の高強度・高弾性率化 

     ウ．軽量化の向上 

     エ．複合材料の成形技術の向上 

     ク．高出力、大容量化、安全性・信頼性の確保、低コスト化 

 

１－１－２ 研究開発の背景 

研究開発の背景（これまでの取組など） 

[ 次世代自動車の軽量化技術動向 ] 

先進国を中心として燃費・環境規制が進む中、電気自動車やハイブリッド自動車の市場ニーズが高

まってきていることに伴い、川下企業が取組んでいる自動車軽量化の手段として、金属部材を樹脂化

するニーズが高まってきている。 

このような背景のもと、金属製部品の樹脂化要望があり、一例として従来鋼板のプレス成形品である

ため約６０ｋｇと重い EV 車用バッテリーケースを、強度が同等以上で比重が１/４と軽い、複合・新

機能材料である炭素繊維強化熱可塑性樹脂（ＣＦＲＴＰ）を代替として活用することが求められてい

る。 

 

当該分野における研究開発動向 

[ 当社の技術開発の動向 ] 

当社は CFRTP のプレス成形と、不連続繊維含有樹脂の射出成形とを１工程で一体的に行うハイブ

リッド成形が可能な縦型射出成形用「技術検討機」（図 1.1.1）を保有している。４，５年
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前から成形技術の研究に取り組み、材料の特性や成形条件などが製品に与える影響などを

調査しその知見を成形装置作りに活かしてきた。 

最近ではお客様のトライを積極的に受け入れ、成形条件や成形装置、金型など生産技術全

般にわたるアドバイスを行なっている。 

しかしながらハイブリッド成形品の量産化には多くの課題が残されており、成形技術と成

形装置の開発を１元的に捉え両面からの取組みによる解決が必要である。 

当社では、ハイブリッド成形技術について２件の特許出願している。国内他社が出願して

いるハイブリッド成形技術は当社の特許技術と接合手段が大きく異なり、１工程で接合出

来ない。よって㈱佐藤鉄工所が保有するハイブリッド成形技術に優位性があると考えられ

る。 

＊特許：成形方法及び成形装置、特許第 6076143（旧特願 2013-046653） 

＊特願：成形方法及び成形装置、特願 2013-18862 

 図 1.1.1 ㈱佐藤鉄工所所有技術検討機（㈱佐藤鉄工所製） 
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１－１－３ 研究目的 

「高度化指針」において定める、川下製造事業者等が抱える共通の課題及びニーズ 

a.自動車分野に関する事項 

①川下製造業社等の特有の課題及びニーズ 

 ア. 構造部素材材等の軽量化 

   今後加速する自動車軽量化の要求に応える手段として、従来の金属製部品を樹脂製品に置き

換える検討を行なう中で強度特性ならびに生産性の観点から、当社が保有する、連続繊維強化

熱可塑樹脂複合材のプレス成形と射出成形を組み合わせたハイブリッド成形のニーズが注目さ

れている。 

軽量で高性能な製品の実現には、連続繊維強化熱可塑樹脂複合材料と射出樹脂材料の接合部の強度

が重要であると考えられる。接合部の接合圧力、プレスと射出のタイミング、成形品形状など

多くの項目が接合部の強度を左右する要因である。そこで高性能な製品の実現には、良好な接

合強度を得ることができる最適な成形条件の見極めが必要である。また、形状の要因に関して

は位相最適化シミュレートにより最適な形状の設計を目指す。 

 

 イ. 高効率化 

一般的に自動車１台の生産タクトは１分であり、構成部品の生産タクトも１分以内が求めら

れる。 

加熱後のＣＦＲＴＰは樹脂部が大気や異材に接触すると急速に温度低下が起きる。その為従来

の成形方法においては加熱された材料の搬送を避けるため、非加熱状態で材料を金型内にセッ

トした後に金型を加熱し溶融する方法を取っており、樹脂の溶融と冷却に時間が掛かり成形時

間は早くても２～３分を要している。 

高効率生産の実現には、ＣＦＲＴＰの溶融樹脂の温度低下を最小にする事が出来、１分以内

の生産タクトを実現可能なチャック機構と搬送装置の開発が必要である。図 1.1.2 に 1 分成形

サイクル動作チャートとハイブリッド成形システム事例を示す。 
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本研究開発で目指すもの 

本研究開発は、自動車分野の川下企業の超軽量化ニーズに対応するため、㈱佐藤鉄工所の独自技

術である「炭素繊維強化熱可塑性樹脂(CFRTP）ハイブリッド成形技術」の高度化と、自動車の生

産サイクルタイムに要求される１分以内での量産を可能とする高速成形装置を開発し、ＥＶ、ＰＨ

Ｖ等の二次電池を搭載している自動車における高重量である(約 60kg) である EV バッテリー

ケースを例に取り上げ、その材料を炭素繊維複合材に代替し EV バッテリーケースを軽量化するこ

とを目的とした(目標値：30kg)。現状、一部人手による試作のハイブリッド成形は７、８分掛

かっており１分以内のハイサイクル成形タイムを目指す。 

 CFRTP ハイブリッド成形技術の優位性 

「炭素繊維強化熱可塑性樹脂（CFRTP）ハイブリッド成形技術」とは、高強度が特徴である連続

繊維を用いた CFRTP のプレス成形と、成形自由度が高いことが特徴である不連続繊維含有樹脂の射

出成形とを１工程で一体的に行うものである。これにより、必要な強度を連続繊維により確保しなが

ら、不連続繊維含有樹脂により複雑な形状を得ることが可能である。さらにトリム、穴あけ等の後工

程をなくすことも可能である。図 1.1.4 にハイブリッド成形工程を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

連続繊維強化 

熱可塑性樹脂 

基材加熱 基材セット 
プレスと射出の同

時成形 → 冷却 

ハイブリッド

成形品 
製品取出

し 

図 1.1.4 ハイブリッド成形工程
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新技術と従来技術、類似技術との比較 

 従来技術として金属製部品製作手段である「板金＋溶接」による工程は素材が安価であり且つ汎用的工程で

成形できる事から一般的に普及している。しかし重量が重く、加工工程数が多い上、端材処理等の課題がある。

また類似技術として不連続繊維強化樹脂による射出成形があり形状は自由だが強度不足。バッテリーケースに

適用しようとすると強度面の問題から厚みが生じることとなり、冷却時間が延び生産効率が悪化する。 

これに対し新技術であるハイブリッド成形は「連続繊維強化熱可塑樹脂複合材料（プリプレグ）」のプレス成形

と「不連続繊維強化樹脂」の射出成形の一体成形であり、プレス工程と射出工程を同一型内でワンステップで

成形する事ができ、後工程のトリミング工程の省略も可能である。ハイブリッド成形のメリットを①から⑤に

示し、成形サンプルの例を図 1.1.5 に示す。 

 ① 自由な製品形状が１工程で得られる 

 ② 製品の外周トリムや穴加工など後工程が不要 

     ③ 高価な材料の節約が出来る 

     ④ 製品の部位により強度の差をもたせられる。 

     ⑤ 製品の板厚を任意に設計出来る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発の課題 

ハイブリッド成形品の量産化を実現するための課題は、成形品におけるプレス成形された連続繊維

強化熱可塑性樹脂複合材料と射出された不連続繊維強化樹脂材料の接合強度確保をはじめとする成形

条件の見極めと、成形品の品質を確保し１分以内の成形を実現できる高速搬送装置の開発である。 

射出成形面（裏面） 

ハイブリッド成形例（当社テスト金型） 

プリプレグ面（表面） 

図 1.1.5 成形サンプル 
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１－１－５ 開発目標 

㈱佐藤鉄工所の保有技術である、CFRTP ハイブリッド成形システム（同一型内でプレス成形と不

連続繊維強化樹脂を用いた射出成形に関するシステム）を実用可能な量産システムとして事業化

するために、開発項目と事業化までの相関関係をロードマップとして示した（図 1.1.6）。 

 

 

 

 

 

 

本研究開発における技術的目標値 

（４）川下分野特有の事項 

４）その他の川下分野に関する事項 

② 高度化目標 

ア）構造部材等の耐衝撃性等の高強度・高弾性率化 

     ウ）軽量化目標：同等の鉄製品比重量軽減：1/２ 

エ）複合材料の成形技術の向上： 

図 1.1.6 事業化へのロードマップ 
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そこで、従来技術として保有している、プリプレグ材のピックアップから金型にセットを行う搬送装

置を高度化し高速・高精度およびプリプレグ材の温度低下を防止する構造を有する搬送装置を開発す

る。 

 [４] 金型技術の開発 

  ハイブリッド成形では加熱されたプリプレグ材を金型にセットする際にプリプレグ材

の熱が金型に奪われないようにする必要が有る。そのため金型の温度は通常の射出成形と

比較し高温に設定する必要がある。一方、射出樹脂はホットランナー経由で供給される

為、温調配管の自由なレイアウトが阻害される。 

成形品質確保とサイクルタイム短縮を実現する為、金型には急速加熱と急速冷却の機能を

持たせる必要がある。 

そこで、ホットランナー、エジェクターピン、温調配管のレイアウトの最適化を図り急速

加熱冷却可能な型構造の検討・開発をする。 

[５] 成形技術の開発 

ハイブリッド成形の目標は下記の３点がある。 

 １．軽量化・・・従来品の５０％軽量化 

 ２．コスト・・・従来品比較で同等又は安価 

 ３．強度・・・従来品と同等又はアップ 

この３点をクリアする為に、接合強度の基礎データと CAE 解析により各部の強度を確認しながら、

製品レベルの試作品でプリプレグによる形状部位と射出の形状部位のレイアウトをシミュレートし

最適な製品設計をする。 

[６] 販売促進活動   

  研究、開発成果を得て、ＰＲ資料や技術資料など作成し販売活動を開始する。 
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氏 名 所属・役職 
実施内容 

（研究項目番号） 

天野 賢三 

西沢 一敏 

高須 容功 

土谷 由貴子 

研究開発推進部長 

研究開発推進部 担当部長 

研究開発推進部 主任 

研究開発推進部  

【７】 

【７】 

【７】 

【７】 

 

   【間接補助事業者】 

株式会社佐藤鉄工所 

氏 名 所属・役職 
実施内容 

（研究項目番号） 

半田 真一 

三浦 浩 

佐藤 泰弘 

 

大石 正樹 

池田 龍郎 

齋藤 篤 

大島 恵司 

蟹江 典之 

山本 和洋 

清水 俊宏 

高橋 太 

組立製造技術部 成形技術開発主任研究員 

常務執行役員 ＳＴＧ営業技術本部長 執行役員 

執行役員 音羽萩事業所所長 営業技術本部 担当

部長 

音羽萩事業所 副所長 兼 音羽萩工場 工場長 

エンジニアリング室 室長 

エンジニアリング室 次長 

エンジニアリング室 次長 

エンジニアリング室 課長 

製造技術部 

製造技術部 

営業技術部 課長 

【２】【３】【５】【６】 

【６】 

【６】 

【３】【４】【５】【６】 

【３】【６】 

【２】【３】 

【３】 

【２】【４】【５】 

【３】【５】 

【３】【５】 

【６】 

 

       国立大学法人岐阜大学 

氏 名 所属・役職 
実施内容 

（研究項目番号） 

仲井 朝美 工学部機械工学科 複合材料研究センター 

（兼任）教授 

【１】【５】 

 

       国立大学法人京都工芸繊維大学 

氏 名 所属・役職 
実施内容 

（研究項目番号） 

大谷 章夫 教育研究基盤機構系 総合教育センター 准教授 【１】【５】 

 

      名古屋市工業研究所 

氏 名 所属・役職 
実施内容 

（研究項目番号） 
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近藤 光一郎 

 

名倉 あずさ 

西脇 武志 

システム技術部 生産システム研究室 研究

員 

材料技術部 有機材料研究室 研究員 

システム技術部 生産システム研究室 主任研

究員 

【１】【５】 

 

１－２－３ 経理担当者及び業務管理者の所属、氏名 

（ 事 業 管 理 機 関 ）  

     公益財団法人中部科学技術センター 

（経理担当者）     総務部 主幹    田中 靖久 

（業務管理者）      研究開発推進部長  天野 賢三 

 

（間接補助事業者） 

    株式会社佐藤鉄工所 

（経理担当者）     経理部 部長   北原 誠治 

（業務管理者）      執行役員 音羽萩事業所所長 営業技術本部 担当部長 佐藤 泰弘 

 

    国立大学法人岐阜大学 

（経理担当者）     工学部外部資金係 林 加奈 

（業務管理者）      工学部長 野々村 修一 

 

    国立大学法人京都工芸繊維大学 

（経理担当者）      経理課経理係  武末 直樹 

（業務管理者）      学長      古山 正雄 

 

    名古屋市工業技術研究所 

（経理担当者）     総務課 事務係長  廣田 耕治 

（業務管理者）      支援総括室主幹（ものづくり基盤技術支援）  山岡 充昌 

 

 

１－３ 成果概要 
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〔１〕接合部強度の確保 

 プリプレグ材加熱温度を変化させハイブリッド成形を行った場合の接合部の強度は引張試験の結

果、破壊はリブ根元の射出樹脂部分で発生しかつ強度は 40MPa 以上を確認した。 

製品成形品において強度目標 400MPa 以上を確認した。 

〔２〕加熱技術の開発 

 加熱ヒーター選定と購入、及び加熱炉製作を経て搬送装置との一体化改造を行なった。この研究

テーマは 27 年度で完了したが引続き追加研究を行なった。プリプレグの加熱品質を満足する状

態における加熱時間は 41 秒であった。この時間は高速搬送装置を用いたハブリッド成形におい

て、目標である 1 分以内の成形サイクルタイムを満足できる時間であった。 

〔３〕高速搬送装置の開発 

  加熱後の温度保持が難しいプリプレグ材の搬送に関して把持部とプリプレグ材の接触面積を極力

押さえることが可能な櫛搬送の機構を向上させた。プリプレグ材をはじめとする複合材成形には

非常に有効な搬送手段であり、加熱後の搬送時間も大幅に短縮するに至った。考案された把持・

搬送技術に関して特許出願を行なった（特願 2016-79763）。 

  目標である 1 分以内の成形サイクルタイムを可能とする改造となった。 

〔４〕金型技術の開発 

物性予測ソフトである digimat により予測した物性値を用いた構造解析が、ハイブリッド成形品

のデザイン評価に有効であると判断でき、そのデータを下に樹脂流動を向上させた金型に改造す

ることができた。 

〔５〕成形技術の開発 

外観不良に関して、射出圧縮成形の樹脂面では一般的な不良であるウエルドラインが、プリプレ

グの厚みを通してプリプレグ表面に現れることは想定外であったがハイブリッド成形における射

出樹脂材料とプリプレグ材の接合部強度（接合部強度：40Mpa 以上、平板部強度：400Mpa

以上）を確保し、樹脂流動、成形のソリの解析シミュレーションによる成形技術を向上させた。

軽量化目標、同等の鉄製品比重量軽減 1/2 に対し現状で 1/3 以下であり、車載化段階では更

に機能追加によるデザイン変更で重量増加が予想されるが、その場合でも目標は達成できる。 

成形サイクルタイム、1 分以内の目標に対してハイブリッド成形における射出樹脂材料とプリプ

レグ材の接合部強度（接合部強度：40Mpa 以上、平板部強度：400Mpa 以上）を確保し 1 分

以内成形の実現は可能となった。 

〔６〕販売促進活動 
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   本事業の知見を取り入れた PR 資料を作成した。この資料を用いた PR 活動および展示会に出展

しハイブリッド成形システムの販売促進活動を行った。これらの活動の結果、(株)佐藤鉄工所の

ハイブリッド成形システムの知名度は上昇し成果を得ることができた。 

    

１－４ 当該研究開発の連絡窓口 

  株式会社佐藤鉄工所 音羽萩事業所 所長  佐藤 泰弘 

  ＴＥＬ 0533-88-3200 

  ＦＡＸ 0533-88-6200 

  Ｅ-mail：xyasu.satoh@satoh-gr.co.jp 

 



 

 

第２章 本論 

 

〔１〕 接合部強度の確保 

 

〔１－１〕 はじめに 

 界面の接合特性はプリプレグ材の加熱条件、射出樹脂の温度、圧力、射出速度等の成形条件が影響す

ると考えられる。そこでハイブリッド成形による EV バッテリーケース構造の要素を取り入れた平板サ

ンプル金型を製作し、その金型を用いてプリプレグ材の加熱条件及び射出樹脂温度を可変してハイブ

リッド成形を行う。 

得られた成形サンプルからプリプレグ材と射出樹脂の接合強度に及ぼす影響について検証し接合部強

度確保に必要な設備要件、成形技術を把握することを目的とする。 

 

〔１－２〕 平板サンプル金型導入 

接合部強度検証用の金型形状は、アドバイザーと協議を重ね、バッテリーケースの構造を模写縮小し

た構造を採用しかつ以下の要因を満足する様な形状を決定した。 

・リブ形状を有し、リブとプリプレグ材の溶着部の接合強度検証が可能なこと 

・立ち壁とプリプレグ材の一体化の検証が可能なこと 

・射出肉厚に変化をもたせ比較可能なこと 

・射出樹脂の流動による影響が検証可能なこと 

・射出ゲートがテストピース採取を阻害しないこと 

導入した平板サンプル金型を図 1.2.1 に示す。 
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図 1.2.1 平板サンプル金型 

 

〔１－３〕 使用材料の選定 

成形に使用する材料のハイブリッド成形への適応性評価項目は強度、加熱後の取扱性、価格とした。

強度は材料を幅１０ｍｍ長さ１５０ｍｍに切断し試験片とし、引張試験を行い検証した。加熱後の取扱

性については（株）佐藤鉄工所の保有技術である、針をシート材料に刺し材料把持を行う針刺しユニッ

トを用いて、加熱後のプリプレグ材の搬送が可能であるか確認した。価格については市販価格を評価の

対象とした。表 1.3.1 に評価比較表を示す。 

表 1.3.1 ＣFRTP 材料のハイプリッド成形への適応性評価 

材料 強度 [ MPa ] 取扱性 価格 

Ａ ＞400 Good Expensive 

Ｂ ＜400 Good Middle 

Ｃ ＜400 Good Middle 

Ｄ ＞400 Bad Middle/Expensive 

Ｅ ＞400 Bad Middle/Expensive 

 

〔１－４〕 ハイブリッド成形及び接合部強度の検証 

ハイブリッド成形への適応性評価によって選定されたプリプレグ素材候補を用いて試験片の作成を実

施した。 

 

ハイブリッド成形はハイブリッド成形装置(VIM0103,㈱佐藤鉄工所製)を使用し、プリプレグ材を加

熱した後に平板サンプル金型上にセットし成形を行なった。図 1.4.1 に成形時の様子を示す。 
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図 1.4.1 ハイブリッド成形機によるサンプル成形 

 

上記試験片採取用サンプル成形品から作成した試験片により接合部強度試験を実施した。 

成形条件を変化させながらサンプル採取を行い、接合部強度 40ＭPa 以上を確認した。 

 

 

〔２〕 加熱技術の開発 

 

〔２－１〕 はじめに 

加熱時間の短縮はハイサイクル成形において重要なテーマであり、プリプレグ材の加熱に最適な熱

源を調査・選定し、加熱品質を向上させ加熱時間短縮による省電力化を目的とする。 

 

〔２－２〕 遠赤外線加熱炉の特性 

㈱佐藤鉄工所が保有する遠赤外線加熱炉の特性を把握し新たに購入するヒーター選定の比較資

料とした。図 2.2.1 に調査を行った遠赤外線加熱炉を示す。 
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   図 2.2.1 保有する遠赤外線加熱炉 
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図 2.2.2 に調査をおこなった遠赤外線加熱炉のヒータ配置および温度制御ゾーンを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 2.2.2 遠赤外線加熱炉のゾーン配置 

 

〔２－３〕 新規加熱炉の導入 

 遠赤外線加熱炉以外にも近赤外線ヒーター、中赤外線ヒーターの情報入手及び検証を実施しハイブ

リッド成形の高サイクル化に最も効果があると考えられた中波長赤外線ヒーターの採用を決定した。図

2.3.1 に採用を決定した中波長赤外線ヒーターを用いて作成した加熱炉を示す。 

図 2.3.1 中波長赤外線ヒーターを用いた 
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〔４〕金型技術の開発 

 

〔４－１〕 はじめに 

  金型技術の開発は、入手可能であった市販の鉄製ＥＶバッテリーケースを購入し調査を行い、成形

品に必要なデザインおよび強度を考察した。さらにハイブリッド成形は連続繊維強化熱可塑性樹脂材料

と不連続繊維強化熱可塑性樹脂材料を使用しているため当初解析の適用が困難であったが、物性値予測

ソフトを用いた物性値の妥当性を検証した後に形状を確定した。最終的にプリプレグ材の温度低下や搬

送装置との干渉、最適なホットランナー形状を考慮したＥＶバッテリーケース成形用の金型を製作した。 

 

〔４－２〕  鉄製ＥＶバッテリーケースの解析 

 入手可能な鉄製のＥＶバッテリーケースである市販のＥＶバッテリーケース（日産リーフ用）を購入

し、ハイブリッド成形によるＥＶバッテリーケース製品のデザインおよび強度の参考とした。 図

4.2.1 に購入した鉄製ＥＶバッテリーケースの写真を示す。 

 

図 4.2.1 鉄製ＥＶバッテリーケース 

 

鉄製ＥＶバッテリーケースの形状を調査し、鉄製ＥＶバッテリーケースの解析用モデルを作成した後

に強度解析を行い、ハイブリッド成形によるＥＶバッテリーケースの強度目標設定の参考とした。

鉄製ＥＶバッテリーケースの形状調査結果（スケッチ図）を図 4.2.2 に示す。 
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図 4.2.2 鉄製ＥＶバッテリーケースのスケッチ図 

 

鉄製ＥＶバッテリーケースは複数の部品で構成されており、すべての部品を取り入れた解析を行った場

合、解析条件の特定や計算に多くの時間が必要になると予測された。そのため解析用の簡易モデルを作

成しそのモデルを使用して解析を行った。強度解析はＬＳ－ＤＹＮＡ（ＬＳＴＣ社製）を用いマルチ

スケール解析を実施した。解析モデルに適応した要素分割仕様を表 4.2.1 に、材料の物性値を表

4.2.2 に示す。また解析条件は表 4.2.3 に示す条件を適応した。図 4.2.3 に示すオレンジ部分を完

全拘束とし、図 4.2.4 および図 4.2.5 に示す赤部分に所定の荷重を加えて解析を行った。解析の結

果を表４.２.４に示す。最大変位は 2.78mm、最大ミーゼス応力は約 30N/mm^2 であった。この

解析結果をハイブリッド成形ＥＶバッテリーケースのデザインの参考とした。 

 

表 4.2.1 解析モデル 

項目 内容 

メッシュタイプ シェルメッシュ 
厚み 厚みごとにシェルメッシュ作成 

メッシュサイズ（一般部） 5mm 
メッシュサイズ（詳細部） 2.5mm 

要素数 102568 
節点数 104190 

 

表 4.2.2 材料物性値 

項目 内容 

材料名 ハイテン 

密度 
7.81e-09

（ton/mm^3） 
ヤング率 203000 
ポアゾン比 0.33 
引張り強度 865（N/mm^2） 
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表 4.2.3 解析条件 

項目 内容 備考 

解析タイプ 陰解法   
拘束条件 1 対称解析（1/2）   
拘束条件 2 完全拘束 図 4.2.3オレンジ部参照  
接着 *CONTACT TIED   
板厚 CAD データに準拠   

圧力 1 0.011（N/mm^2） 
面積：260×315（mm） 
荷重：3.8×24×9.8（N） 
設定箇所：図 4.2.4赤色部参照 

圧力 2 0.003（N/mm^2） 
面積：900×315（mm） 
荷重：3.8×24×9.8（N） 
設定箇所：図 4.2.5赤色部参照 

 

図 4.2.3 解析条件（拘束条件 2） 

 

 

図 4.2.4 解析条件（圧力 1） 
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図 4.2.5 解析条件（圧力 2） 

 

表 4.2.4 解析結果 

項目 内容 備考 

最大変位 -2.78mm 変位分布は図 4.1.6 参照 

最大ミーゼス応力 約 30.0（N/mm^2） 応力分布は図 4.1.7 参照 

 

 

図 4.2.6 解析結果（変位分布） 

 

 

図 4.2.7 解析結果（応力分布） 
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精度検証は平板サンプル金型の成形品を使用して圧縮試験を行い、実測値と解析で算出した値を比較

した。図４.３.２に圧縮試験の様子を示す。 

 

 

図 4.3.2 成形品の圧縮測定 

 

解析と実測の変位量を比較した結果、変位量にほとんど差がなかったことからＤｉｇｉｍａｔで算出

した物性値は妥当であると判断した。ハイブリッド成形によるＥＶバッテリーケース製品形状決定

過程における製品強度の検証には、Ｄｉｇｉｍａｔによる物性値を用いた構造解析の結果を使用した。 

ハイブリッド成形品は連続繊維によって強化されたプリプレグ材を使用するが、成形品中のプリプレ

グ材配置が異なると成形品の機械的特性も変化すると思われた。そこでハイブリッド成形によるＥＶ

バッテリーケース形状案に対して、複数のプリプレグ材配置による構造解析を行い、プリプレグ材

が有効的に作用する配置箇所を検討した。表４.３.３に構造解析の結果を示す。変位１はバッテリー

ケース底面の変位を示し、変位２は側面の変位を示す。また最大応力は車体との締結を考慮した

部位に発生した。 

 

表４.３.３ 構造解析の結果 

デザイン案 
変位 1

（mm） 
変位 2

（mm） 
最大応力

（MPa） 

1 3.09 4.01 約 19.4 
2 2.72 3.11 約 26.0 
3 2.51 3.15 約 7.3 

 



29 

 

この結果よりデザイン案２および３の場合、鉄製ＥＶバッテリーケースと同等程度の変位、最大応力

であることが判明した。考案したＥＶバッテリーケース形状案が妥当であったことから、この形状

デザインで金型を製作することに決定した。 

 ハイブリッド成形においてこれまでの基礎検討の結果、加熱されたプリプレグ材の温度低下に

よりプリプレグ材と射出樹脂との接合不良、プリプレグ材表面の外観不良が発生することが分

かっており、搬送中における加熱されたプリプレグ材の温度保持が重要であった。加熱されたプ

リプレグ材の温度低下の抑制において金型が対応できる方策は金型の温度を高く設定すれば良い。

しかしながら金型を高温に設定することは樹脂の冷却時間が増加し、サイクルタイムの増加に繋

がる。そのため本事業の目標とした自動車関連業界が求めるハイサイクル（１分以内）成形の達

成が困難になると考えられる。これを改善する手法として金型にヒート＆クール機構を盛り込む

方法も考えられるが、成形品（金型）が大きいがゆえに膨大な加熱および冷却容量が必要となる

ため、設備コストも膨大となるため現実的ではない。よって本金型ではより一般的な加圧熱水

（ＭＡＸ１２０℃）による金型温調方式を採用することとし、金型にプリプレグ材の温度低下を

防止する機構を盛り込んだ。また金型ガイドピンや温調用ホースの干渉等、あらゆる付帯機能部

が搬送装置と干渉しないよう考慮して金型を設計、製作した。射出樹脂は繊維強化樹脂の使用を

前提とするため、ホットランナー部はゲート径を大きく設定し、射出ゲート部での繊維切断を抑

える工夫を盛り込んだ。さらに、車体との締結部（取付けボルト用穴）を成形時に同時加工する

機構を組み込み、後工程の穴あけ作業をなくした。射出ゲート点数は、㈱佐藤鉄工所保有の４０

０トンハイブリッド成形技術開発検討機での成形を考慮し３点とした。 

 以上の要素を盛り込んだ金型を製作し、実際に成形することで成形技術の開発を行うこととし

た。 

 

〔４－４〕 結論 

 ハイブリッド成形用金型技術の開発において、ＥＶバッテリーケースに必要な機能を有し、かつ必要

な強度を保つ形状デザインの検討および解析を行い、以下の結論を得た。 

・物性予測ソフトであるＤｉｇｉｍａｔで予測した物性値を用いた構造解析は、ハイブリッド成形品の

デザイン評価に有効であった。 

・プリプレグ材の温度低下を防止する機構および最適なホットランナー形状を盛り込んだ金型を製

作した。 
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〔５〕成形技術の開発 

 

〔５－１〕はじめに 

製作したＥＶバッテリーケース金型を用いて試作を行った結果、欠肉やそり変形の不具合が発生した。

そのため、欠肉やそり変形のない成形品形状を得るためにＣＡＥ解析を行い形状検証し、その結果から

金型の改造を行った。改造を行った金型による試作品は欠肉およびそり変形の不具合が改善され、試作

品の重量および強度は目標を達成した。さらに本事業で開発した高速搬送装置を用いた成形において、

目標であった成形サイクル時間１分以内は達成する目途がたった。 

 

  〔５－２〕成形試作、欠肉の発生と対策 

 製作したＥＶバッテリーケース金型による成形試作を、㈱佐藤鉄工所保有のハイブリッド成形技術開

発検討機にて実施した。成形装置の写真と仕様を図５.２.１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.1 ハイブリッド成形技術開発検討機および仕様 

 

 

項目 数値 

型締力 400Ton 

デーライト 1700mm 

型締めストローク 1200mm 

型閉速度 
高速 500mm/sec 

加圧速 50mm/sec 

型開速度 
高速 450/sec 

離型速 30mm/sec 

理論射出容量 4540cm^3 

射出圧力 1280kgf/cm^2 

理論射出率 751cm^3/sec 





32 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.5 縦壁部板厚増加前の圧力コンター図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.6 縦壁部板厚 UP の圧力コンター図 

 

底面部に発生した圧力はＣａｓｅ１と比較してＣａｓｅ２が低くなっていた。このことより縦壁部の肉

厚の増加が樹脂の流動抵抗を低減しその結果、底面部の圧力を減少させたと考えられる。よって縦壁部

肉厚をＵＰする金型改造を行うこととした。リブの追加による樹脂流路を増やしたことによる樹脂の流

動性の向上は確認することは出来なかったが、リブの追加により流動性は向上すると考えられたため、

リブの追加も改造に取り入れることとした。図 5.2.7 にリブを追加する場所を示す。赤線部がリブを追

加する部位であり、すでに入っているリブを延長する形とした。 

Case1 

Case2 
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図 5.2.７ リブ追加部 

 

〔５－３〕 成形試作、そりの発生と対策 

 図 5.3.１に成形試作で得た成形品の写真を示す。成形品の縦壁部には樹脂の収縮によるそりが発生し

ていたため、収縮によるそり変形についての評価をＣＡＥ解析で行った。ＣＡＥ解析の結果を図 5.3.２

に示す。解析における縦壁部のそり最大値は２１．９６mm であり、実際の成形品のそり（１２～１３

ｍｍ）と比較して大きかった。 

  

 

 

 

 

 

 

図 5.3.1 成形品縦壁のそり         図 5.3.2 解析におけるそり 

 

解析の結果は成形品と同様に製品中央部が大きく内倒れしていることが分かる。また変形の向きも一致

していることから形状変更の評価に解析を用いることは妥当と判断した。次に収縮歪とそり変形の関係

について評価を行った。収縮歪みは樹脂の比容積に対応し、収縮歪みが大きい程樹脂の収縮量が大きく

なり、そり変形も発生しやすいと考えられる。図 5.3.3 にＣａｓｅ１の収縮歪み、図 5.3.4 にＣａｓｅ

２の収縮歪みを示す。 
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図 5.4.1 改造後の成形品（プリプレグ材側） 

 

 

図 5.4.2 改造後の成形品（射出樹脂材側） 

 

またそり変形を改造前後で比較した結果、改造前のそり変形量は１２～１３ｍｍに比較して改造後は６

～７ｍｍに低下し、そり変形についても改善があった。このことから改造で形状変更した短手方向縦壁

面の三角リブ、および短手側壁面に追加したフランジ（補強ツバ）の効果があったと考えられる。 

 

 〔５－５〕 成形サイクル検討 

 試作成形における成形サイクルタイムは６４．２秒である。この際製品の取出しに関しては、人手で

行っているため時間が掛かっている。量産設備おいては取出し工程は自動化され、その結果取出し時間

は短縮されると考えられる。さらにロボット等による取出しであることから、成形機の型開動作および

製品突出し動作にラップさせることが可能である。同様に高速搬送装置についても搬送装置の退出途中

から成形機の型閉を始めることによる時間の短縮が可能であり、量産設備においては４．２秒以上のサ

イクルタイム短縮をすることが可能である。これらの結果および考察によりハイブリッド成形によるＥ

Ｖバッテリーケースの成形サイクルは目標とした 1 分以内を達成できると想定できる。 
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 〔５－６〕 軽量化効果検討 

 試作したハイブリッド成形によるＥＶバッテリーケースの軽量化効果を検討するために、鉄製バッテ

リーケースと試作したＥＶバッテリーケースの重量を比較した。その結果を表 5.6.1 に示す。比較した

鉄製バッテリーケースは日産リーフの EV バッテリーケースである。 

 

表 5.6.1 重量比較 

鉄製ＥＶバッテリーケース 
 

試作品ＥＶバッテリーケース 

サイズ 1500mm×1000mm 
 

サイズ 680mm×420mm 

面積 15000cm^2 
 

面積 2856cm＾2 

重量 45.5kg 
 

重量 2516g 

重量/面積 3.03g/cm^2 
 

重量/面積 0.88g/cm^2 

 

サイズ、デザインが異なってはいるが、ハイブリッド成形によるＥＶバッテリーケースは鉄製ＥＶバッ

テリーケースと比較して重量/面積比で約７０％軽量であり、設定した５０％の重量軽減目標を達成した。 

 

〔５－７〕 結論 

 ハイブリッド成形においてＥＶバッテリーケースを試作成形することにより下記の結論を得た。 

・初期の試作品における縦壁部の欠肉は射出圧縮流動解析を実施した結果、肉厚を増すことで成形に必

要な圧力を減少可能であることがわかった。さらに改造を行った金型での試作において欠肉がない試

作品を得ることができた。 

・初期の試作品における縦壁部にそり変形はリブの形状変更、追加およびフランジ（補強ツバ）を追加

した結果、変形量が減少した。 

・成形サイクル時間、目標時間６０秒以内を実現できる目処が立った。 

・軽量化目標の重量軽減１／２以下に対して、重量/面積比で約７０％の軽量化を確認し、軽量化目標は

達成した。 

・試作品の強度は切り出した試験片による強度テストにより、接合部強度 40MＰa 以上、平板部強度

400MＰa 以上であることが分かり、試作品の強度目標は達成した。 
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最終章 全体総括 

 

《高度化目標に対する成果》 

ア）構造部材等の耐衝撃性等の高強度・高弾性率化 

ハイブリッド成形における射出樹脂材料とプリプレグ材の接合部強度の確保に関し、下記を確認

し、目標を達成することができた。 

・接合部強度：40Mpa 以上 

・平板部強度：400Mpa 以上 

ウ）軽量化目標 

軽量化目標「同等の鉄製品比重量軽減：1/２」に対し、試作品の重量は 1/3 以下であり目

標を達成した。 

エ）複合材料の成形技術の向上 

ハイブリッド成形における射出樹脂材料とプリプレグ材の接合部強度目標値 40MPa 以上なら

びに平板部強度目標値 400MPa 以上を確保した。さらに樹脂流動、成形のソリの解析シミュレー

ションにより成形技術を向上した。 

ク）高出力、大容量化、安全性、信頼性の確保、低コスト化 

成形サイクル時間目標「1 分以内」に対し、最適な加熱源の選定ならびに高速搬送装置の開発

により１分以内の成形が実現可能となった。 

 

《高度化目標のまとめ》 

 ＣＦＲＴＰのプレス成形と不連続繊維強化樹脂を用いた射出成形を同一型内でワンステップで

成形するハイブリッド成形技術の向上させることで、品質を安定しながら成形サイクル１分以内

を実現することが可能な成形システムの開発を行うことができた。この開発の成果として複合材

の加熱・搬送技術に関して特許を出願した（特願 2016-79763）。 

 

《サポイン事業の成果》 

 ＥＶバッテリーケースを製品形状として成形技術の開発を行った。加熱したＣＦＲＴＰを効率よく把

持搬送可能である、成形から取り出しまでの成形システムを確立した。開発した加熱・搬送技術は特

許出願を行った（特願 2016-79763）。これらの技術は今後の事業展開に有益であり、広報活動を積

み重ねることで事業はさらに発展すると考えられる。 
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